
別表H（１）検算表【R6.6更新／宮城県版】

自己入力 自動計算

前年度別表Ｈ(１) 別表Ｃ（２）暫定 ２４欄 正味財産増減額

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 今年度-前年度 一般正味＋指定正味

前年度２４欄 ２欄 １３欄 ２１欄 ２２欄 一般正味財産の増減額 指定正味財産の増減額 他会計振替（６欄以外） ３～６号財産の合計額

前年度の
公益目的財産残額

前年度の公益目的増減差額
（マイナスの場合「０」）

１３欄のうち
３～１２欄に含まれない額
手引きの（ア）に該当する額

当期の公益目的保有財産 前期の公益目的保有財産 公益目的事業会計 公益目的事業会計 公益目的の額 公益目的の額 差額

入力欄→ 5,300,000 2,500,000 500,000 2,720,000 2,800,000 -510,000 720,000 0 3,000,000 210,000 210,000 0

自動計算

１欄（13欄調整前） １欄 ２４欄

⑩ ⑫（ア） ⑬（イ） ⑭（ウ） ⑰ ⑱

（②＋⑥＋⑦）＋（⑤-④）

（手引き（ア）に該当）
・３～１２欄に含まれない額

（手引き（イ）に該当）
・他会計振替により新たに公
益目的事業に振り替えた額
・3～6号財産【暫定版】

（手引き（ウ）に該当）
・（ア）（イ）以外に、公益目
的事業財産以外の財産で、公益
目的事業のために費消した額

（⑪＋⑭＋⑯） （④＋⑰）

2,790,000 500,000 210,000 3,000,000 5,720,000

改正前1欄 １３欄の合計 1欄（13欄最終調整前）

⑪ 2,790,000 ⑮（⑨－⑩）→ 210,000 710,000 3,000,000

⑯（⑮マイナス場合

０調整）→
210,000

１３欄の内訳

自己入力 検算（自動計算）

今年度別表Ｈ(１) 正味財産増減計算書内訳表

↓「同額」になればＯＫ

自動計算（ウのみ自己入力） 検算（自動計算）

・雑収益、売却益

・特定資産の運用益（8欄以外）
・法人会計等から公益目的事業会計への振替など

法人任意の振替（6欄以外）

（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部 0

１　経常増減の部 0

（１）経常収益 0

①基本財産運用益 0

　基本財産受取利息 100,000 1,200,000 1,300,000

②受取会費 0

　正会員受取会費 300,000 700,000 1,000,000

　賛助会員受取会費 500,000 500,000 1,000,000

　特別会員受取会費 20,000 20,000 40,000

③事業収益 0

　Ａ売上収益 5,000,000 2,840,000 7,840,000

　Ｂ実施収益 3,000,000 3,000,000

④受取寄附金 0

　受取寄付金 0

　受取寄付金振替額 250,000 250,000

⑤補助金 0

　Ｃ補助金 3,000,000 3,000,000

⑥雑収益 0

　雑収益 500,000 500,000

経常収益計 12,670,000 2,840,000 2,420,000 17,930,000

（２）経常費用 0

事業費 0

　役員報酬 1,000,000 1,000,000

　給料手当 7,700,000 770,000 8,470,000

　通信運搬費 700,000 70,000 770,000

　委託費 2,600,000 2,600,000

　諸謝金 2,000,000 2,000,000

管理費 0

　役員報酬 1,000,000 1,000,000

　給料手当 800,000 800,000

　通信運搬費 50,000 50,000

　旅費交通費 10,000 10,000

　会議費 50,000 50,000

経常費用計 14,000,000 840,000 1,910,000 16,750,000

　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,330,000 2,000,000 510,000 1,180,000

　評価損益等計 20,000 20,000

　当期経常増減額 △ 1,310,000 2,000,000 510,000 1,200,000

２　経常外増減の部 0

（１）経常外収益 0

　　　過年度修正益 50,000 50,000

　　経常外費用計 0 0 50,000 50,000

（２）経常外費用 0

　　　固定資産除却損 300,000 0 10,000 310,000

　　経常外費用計 300,000 0 10,000 310,000

　　　当期経常外増減額 △ 300,000 0 40,000 △ 260,000

　　　他会計振替額 1,100,000 △ 1,100,000 0 0

　　　当期一般正味財産増減額 △ 510,000 900,000 550,000 940,000

　　　一般正味財産期首残高 2,400,000 150,000 4,000,000 6,550,000

　　　一般正味財産期末残高 1,890,000 1,050,000 4,550,000 7,490,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0

　　　　受取寄附金 1,000,000 1,000,000

　　　　基本財産時価評価損益等 △ 30,000 △ 30,000

一般正味財産への振替額 250,000 250,000

当期指定正味財産増減額 720,000 720,000

　指定正味財産期首残高 0 0

　指定正味財産期末残高 720,000 0 0 720,000

Ⅲ　正味財産期末残高 2,610,000 1,050,000 4,550,000 8,210,000

正味財産増減計算書内訳表
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

科目

円

円

円 円

円 円

円 円

円 円

円

円

円

円 円

円

円

円
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【参考数値】

円 円

円

円

１．公益目的増減差額

当該事業年度末日の公益目的増減差額（2欄

＋14欄－20欄。マイナスの場合は零）

３.　公益目的取得財産残額

当該事業年度末日における公益目的保有財産

の帳簿価額の合計額（別表C(2)A）
21 2,720,000

14
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値

10

11

12

13

認定等の日前に取得した不可欠特定財

産の帳簿価額の増加額

損

益

計

算

書
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益

目
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）
上

の

数

値

公益目的事業に係る引当金の取崩額

公益目的保有財産の運用益等

（5欄に参入した額を除く）

社員が支払った経費の額

【公益社団法人のみ記入】

収益事業等から生じた利益のうち公益目

的事業財産に繰り入れた額

寄付を受けた財産の額

5

8

7

6

4

3 14,000,000

15欄の他、公益目的保有財産に生じた費

用及び損失の額
16 30,000

公益目的事業に係る対価収入

交付を受けた補助金等

当該事業年度に増加した公益目的事業財産

1 3,000,000

前事業年度の末日の公益目的増減差額

18

300,000

15欄～17欄の他、他の公益法人の公益

目的事業のために寄附した財産の価額

当該事業年度の公益目的事業費等

710,000

120,000

80,000

3欄～12欄の他、定款等の定めにより公

益目的事業財産となった額

公益目的保有財産に係る調整額(22欄-

21欄)(マイナスの場合は零)

合併により承継した他の公益法人の公益

目的取得財産残額

1,500,000

3,000,000

8,000,000

1,100,000

320,000

　時価法を適用する金融資産に対して、時価評価を反映した差額の

加減を既に１欄において行っている場合は「レ」を記載します。

2 2,500,000

当該事業年度の公益目的事業費等の合計額

(15欄～19欄の合計)
20 14,330,000

そ

の

他

の

数

値

公益目的保有財産に係る調整額(21欄-

22欄)(マイナスの場合は零)
19

15欄、16欄の他、公益目的事業の実施

に伴って生じた経常外費用の額
17

当該事業年度末日における公益目的取得財産

残額(1欄＋21欄。マイナスの場合は零)
24 5,720,000

当該事業年度に増加した公益目的事業財産の

合計額(3欄～13欄の合計)

２．公益目的保有財産

14,830,000

0

損

益

計

算

書
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目

的

事

業

会

計

）
上

の

数

値

公益目的事業費の額

（財産の評価損等の調整後の額）
15

前事業年度末日における公益目的保有財産の

帳簿価額の合計額

うち認定等の日前に取得した不可欠特定財

産の帳簿価額の合計額

22

23

2,800,000

別表Ｈ（１）公益目的取得財産残額の入力マニュアル

別表H（1）は、公益認定取り消し時に贈与しなければならない金額を算定するための様式です
R5.12.4付け内閣府令改正により、別表H（1）の算出が変更となりました
これに対応した宮城県版の入力マニュアルを作成しましたので、ご活用ください

【変更点】
① 1欄と24欄がマイナスの場合、自動的にゼロに補正
② ①等により、13欄の計算方法が変更
13欄は、右下の検算表で算出の上、入力をお願いします
別表Hは、令和7年度からの公益法人制度改正により、簡素化される予定のため、この入力マニュア
ルは、制度改正に伴う移行期間までの暫定的な取り扱いとします
なお、実際に公益認定の取消し等があり、公益目的取得財産残額が実態以上に増額又は減額されて
いることが判明した場合には、認定法施行規則第50条に従って適正な額に調整することとなりま
す

前年度の1欄

①
②
③
④
⑤
⑥

⑦

⑨
⑧

➉

①「３欄」

別表H(2)に入力した値が自動転記されます
法人法上の「社員」以外から徴収した賛助会費等も寄附金とみなされます
指定正味財産の部に計上した受取寄附金は算定に含めますが、指定正味財産から一般正
味財産に振替えた受取寄附金振替額は算定に含めません

④「６欄」

別表Ａ（３）の１０欄と金額が一致します

マイナスの場合は、自動
でゼロに補正

⑫

⑪ ⑫

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
⑥

➉

①

1. 正味財産増減計算書内訳表から、別表H（１）に転記します
2. 13欄については、検算表（別途Excel様式）で算出してください
3. 検算表の水色セル（該当箇所）に入力し、検算表⑧には、法人任意の他会計振替（法人会計から

公益目的事業会計）、⑨には、Ｃ（2）3-6を暫定的に入力します、認定取消時には、時価含め、
適正な金額を調整します

4. 自動計算された黄色セルの「13欄の合計」をH表（1）の13欄に入力します
5. 別表H（１） の1欄、24欄が、検算表の数値と一致しているか確認します

概要

入力手順

本県マニュアルでは、１３欄（イ）には、改
正前（ウ）（３～６財産の合計額－１欄）のプ
ロセスを暫定額として入れていますが、詳細は、
公益認定取消し時に調整します
なお、（ア）（イ）（ウ）の説明詳細は、以

下、内閣府の手引きをご覧ください
https://www.koeki-
info.go.jp/pdf/tebiki04_teikitesyutsushorui_kouekih
oujinnhenn_20231204.pdf

各欄入力の補足

⑨

⑪ ⑬

⑬

https://www.koeki-info.go.jp/pdf/tebiki04_teikitesyutsushorui_kouekihoujinnhenn_20231204.pdf

